
 

第２号議案 
平成 23 年度事業計画及び収支予算について 

 

１ 平成 23 年度事業計画 

農業者戸別所得補償制度の周知、地域協議会活動に対する指導・助言等及

び食料自給率の向上に向けた取組等を行うため、県から交付される農業者戸

別所得補償制度推進費補助金等を活用し、次の事業を実施する。 

 

(1) 会議等の開催 
県協議会の事業実施に当たっての基本的事項、推進方策等について協

議・決定するため、総会及び理事会を開催する。 

また、関係事業の適正、かつ円滑な実施を図るため、地域協議会や農業

協同組合を対象とする説明会等を随時開催するとともに、説明資料等を印

刷・配布する。このほか、ホームページを活用し、地域協議会へ迅速な情

報提供を図るとともに、県協議会の業務運営に関する情報を公開する。 

【総会及び理事会の開催計画】 

通常総会：平成 23 年４月 

理 事 会：平成 24 年３月 

 

(2) 食料自給率の向上に向けた取組等 
ア 米の新たな用途拡大のため県が実施する「米粉・Rice Powder フェア

2011」に協力する。 

【開催時期・場所】 

平成 23 年 10 月中旬、名古屋市内 

【内容】 

・県内産米粉を使用したパン、めん、洋菓子等のＰＲ（販売、試食等） 

・食物アレルギー食事相談、家庭で作れる米粉を使用した料理の紹介等 

イ ふるさと農林水産フェアや農商工連携ビジネスフェアなど、県民や実

需者が集まるイベントにおいて、食料自給率の向上につながる麦、大豆、

米粉用米、飼料用米等の生産の取組や戸別所得補償制度についてＰＲす

る。 

 

(3) 戸別所得補償制度を推進するための研修会等への参加 
戸別所得補償制度の内容に関連する会議及び研修会等へ参加し、その内

容について、地域水田協議担当者等に情報提供することにより、戸別所得

補償制度の円滑な推進を図る。 



１　収入の部 ２　支出の部 （単位： 円 ）

収入 支出 残額

１ 農業者戸別所得補償制度推進事業会計 6,239,670 １ 農業者戸別所得補償制度推進事業会計 6,239,670 0

県協議会事務費 5,000,000 県協議会事務費(国費） 5,000,000

会員負担金前年度繰越 1,239,670 県協議会事務費(自己資金） 1,239,670

２ 戸別所得補償制度導入推進事業会計 22,951,956 ２ 戸別所得補償制度導入推進事業会計 22,951,956 0

県協議会事務費前年度繰越（国費分） 204,390 戸別所得補償制度導入推進交付金返還 22,951,956

地域協議会事務費前年度繰越分 22,747,566

３
自給力向上戦略的作物等緊急需要拡大
事業会計

2,265,047 ３
自給力向上戦略的作物等緊急需要拡大
事業会計

2,265,047 0

自給力向上戦略的作物等緊急需要拡大
交付金前年度繰越

1,560,947
自給力向上戦略的作物等緊急需要拡大
交付金返還

2,265,047

事業事務費前年度繰越 704,100

４ 作付条件不利補正交付金会計 1,234,888 ４ 作付条件不利補正交付金会計 1,234,888 0

作付条件不利補正交付金前年度繰越 作付条件不利補正交付金返還 1,234,888

事業事務費前年度繰越

32,691,561 32,691,561 0

収 　　支 　　予 　　算 　　書

科目

事業活動収入計 事業活動支出計

自　平成２３年４月１日　　　　　至　平成２４年３月３１日

科目

1,234,888


